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はじめに 

   学校教育の一環として深く社会に根付いてきた部活動は，日本独特の活動であ

り，その長い歴史の中で，生徒がスポーツ・文化芸術等に親しむ機会を確保し，

活動を通じて，異年齢との交流の中で，好ましい人間関係の構築を図るとともに，

自己肯定感，責任感，連帯感の涵養に資するなど，生徒の多様な学びの場として，

大きな教育的意義を有してきました。 

   しかしながら，近年，少子化の影響や子どもたちの価値観の多様化により，部

活動の実施が難しくなってきているほか，部活動を維持するために，専門性や活

動実績のない教職員が顧問を務め，休日を含む部活動指導や大会引率等に伴う業

務が大きな負担となっており，学校における働き方改革を進めるうえでの課題と

なっていることから，部活動をこれまでと同じ体制で今後も運営し続けていくこ

とがより一層厳しい状況となってきています。 

   このような状況下において，国から，部活動の維持が困難になる前に，学校と

地域との連携・協働により，子どもたちのスポーツ・文化芸術活動の場として新

たに地域クラブ活動を整備する「部活動の地域移行」の方向性が示され，地域の

実情に応じて，まずは休日の部活動の段階的な地域移行や地域連携に取り組むこ

ととされました。 

   このことを踏まえ，将来にわたり，本市の子どもたちが発達の段階や個々のニ

ーズに応じて，様々な運動・スポーツ，文化芸術活動に親しむことができる機会

を確保するため，「地域の子どもたちは，学校を含めた地域で育てる」という意識

の下，持続可能な活動環境を新たに整備することを目指し，本計画を策定するも

のです。 
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Ⅰ 部活動地域移行の背景 

 １ 国・北海道の動向 

   部活動に多くの課題がある現状については，中央教育審議会や国会等において

も指摘されており，これまでスポーツ庁および文化庁から，部活動の運営の適正

化に向けた改善方策，地域との連携・協働および地域移行の方向性が示されてき

ました。 

   令和２年(2020年)９月には，文部科学省が「学校の働き方改革を踏まえた部活

動改革について」を取りまとめ，令和５年度(2023年度)以降，休日の部活動の段

階的な地域移行を図ることとしたほか，令和４年(2022年)12 月にスポーツ庁お

よび文化庁が策定した「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関す

る総合的なガイドライン」（以下，「国のガイドライン」という。）では，令和５年

度(2023年度)から令和７年度（2025年度）までの３年間を改革推進期間と位置付

け，各都道府県および市区町村においては，この改革推進期間に，地域スポーツ・

文化芸術環境整備のため，推進計画の策定等の取組を重点的に行い，まずは休日

の部活動の段階的な地域連携・地域移行から着実に進めることが示されました。 

   また，令和５年(2023年)３月には，北海道教育委員会（以下，「道教委」とい

う。）が，道内における部活動の地域移行の取組が円滑に進むよう，国の改革推進

期間の３年間を計画期間とする，「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」

（以下，「道推進計画」という。）を策定しました。 

   道推進計画では，市町村の取組と実施イメージなどが示され，国のガイドライ

ンと併せ，市町村の推進計画等の策定や地域移行に向けた取組の参考とするなど

しながら，地域の実情に応じた取組を進めることが望ましいとされたところです。
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 ２ 函館市の現状 

 （１）中学校および義務教育学校（後期課程）の現状 

   ア 児童生徒数について 

     函館市立小中学校および義務教育学校（以下，「市立小中学校」という。）

の児童生徒数は，令和５年（2023年）５月１日現在で 13,541 人で，平成 25

年(2013年)の 17,342 人からおよそ 3,800 人が減少し，今後もこの減少傾向

が続くことは避けられない状況です。 

          そのため，学校規模の縮小により部活動の選択肢が限られたりするなど，

様々な課題が生じています。 

（単位：人） 

 平成 25 年度 平成 30 年度 令和５年度 令和 10 年 

小学校 11,396 10,212 8,839 － 

中学校 5,946 5,156 4,702 4,414（※） 

合  計 17,342 15,368 13,541 － 

※ 令和５年度の小学校２～４年生の人数から算出しています。 

 

イ 部活動の現状について 

    ① 部活動数 

      令和５年度(2023年度)の函館市立中学校および義務教育学校（後期課程）

（以下，「市立中学校」という。）の部活動数は，運動部で９種目 87 部，文

化部で 13 種目 38 部，合計 125 部となっており，部員数の減少から単独で

の活動が難しく，合同チームを結成して活動せざるを得ないなど，活動に

制限が生じている部活動が増加している状況にあります。（参考資料Ｐ 

24 参照） 

    ② 加入率 

      令和５年度(2023年度)の市立中学校における部活動加入率は 68.9％，

そのうち運動部には47.5％，文化部には21.4％の生徒が加入しています。 

      また，部活動以外の教室やクラブ等で運動・スポーツ，文化芸術に関す

る活動を行っている生徒は 19.6％となっています。 

 

 （２）スポーツ，文化芸術団体の現状 

    市内には，以下に示す各種スポーツ，文化芸術団体があり，市民の運動・ス

ポーツ，文化芸術の振興に大きな役割を果たしています。地域クラブ活動の推

進には，これらの団体との連携が重要となります。 

   ア スポーツ団体 

    ① 特定非営利活動法人函館市スポーツ協会 

      市民が多様なスポーツに親しむことができる事業およびスポーツ精神

を養いつつ，スポーツ振興に関する事業を行うことによって，市民の健康

促進と明るい豊かな地域づくりに寄与することを目的に設立されました。    
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      加盟団体は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

    ② スポーツ少年団 

      スポーツの素晴らしさや楽しさを伝え，スポーツを好きになることで青

少年の健全育成を目指す団体で，現在９種目（軟式野球，サッカー，柔道，

空手道，卓球，バレーボール，乗馬，ソフトテニス，剣道）42 団体が登録

しています。 

    ③ 総合型地域スポーツクラブ 

      多世代，多種目，多志向の人々が自主的に参加できるスポーツクラブで，

地域住民により運営されるスポーツクラブです。現在，市内には以下の４

つのクラブがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ④ 函館アーバンスポーツ協会 

      令和３年（2021年）12 月に設立された団体で，現在，スケートボード，

スポーツクライミング，ブレイキン，３×３（スリーバイスリー），サーフ

ィンの団体が登録しており，本市のアーバンスポーツ振興のための活動を

しています。 

    ⑤ 道南地区パラスポーツ指導者協議会 

      日本パラスポーツ協会公認のパラスポーツ指導員が中心となって組織

されており，市内を中心に道南地区におけるパラスポーツの普及・団体支

援等の活動をしています。 

 

   イ 文化芸術団体 

     函館市文化団体協議会 

     市内で活動する各文化団体の健全な発展と市民の文化活動向上を目的と

し，他地域との文化交流なども展開している 32 団体が加盟しています。 

 

 

（令和６年４月１日現在）
1 函館サッカー協会 9 北海道ボウリング連盟函館支部 17 函館剣道連盟 25 函館地区体操連盟
2 函館卓球協会 10 函館パークゴルフ協会 18 函館柔道連盟 26 函館地区空手道連盟
3 函館ラグビーフットボール協会 11 函館市スポーツ少年団 19 函館スキー連盟 27 南北海道外洋帆走協会
4 函館テニス協会 12 函館軟式野球連盟 20 函館水泳協会 28 函館クレー射撃協会
5 函館ソフトテニス連盟 13 道南陸上競技協会 21 函館ボート協会 29 函館圏ダンススポーツ連盟
6 函館ハンドボール協会 14 函館ヨット協会 22 函館アマチュアボクシング協会 30 函館トライアスロン連盟
7 函館地区バスケットボール協会 15 函館市弓道連盟 23 函館地区バドミントン協会 31 函館市中学校体育連盟
8 函館バレーボール協会 16 函館アーチェリー協会 24 函館銃剣道連盟 32 北海道高等学校体育連盟函館支部

（令和６年４月１日現在）
クラブ名

一般社団法人ミスポはこだて
バスケットボール，卓球，ヨガ，健康体操，トレーニング，
マリンスポーツ，ランニング，スキー，水泳，ヨット

主な活動種目等
マシンローイング，ノルディックウォーキング，ペタング，ボッチャ，
カヤック，アルペンスキー，歩くスキー，セーリング，モルック 

Bay Walk Community はこだて

総合型潮スポーツクラブ
ハンドボール，ストリートハンドボール，ドッジボール，

SPORTS北海道 函館キャンパス
小学生対象のスポーツ教室，高齢者対象の運動教室，
社会人対象の運動教室，カヌー体験

ディスフレクト，スラックライン，バルシューレ
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     このほか，音楽や演劇など市内で活動する地域団体もあります。 

 

   ウ その他 

     公益財団法人函館市文化・スポーツ振興財団 

     市民の文化および体力の向上と広く文化・スポーツの振興に寄与すること

を目的とし，文化・スポーツの振興や文化・スポーツを通じた生涯学習，地

域活動の推進に関する事業，文化・スポーツ施設の管理運営に関する事業な

どを行っています。 

 

 

 ３ アンケート調査結果 

   函館市教育委員会（以下，「市教委」という。）では，部活動の地域移行等に向

けた取組を検討する基礎資料とするため，市立小中学校の児童生徒，保護者およ

び教職員，部活動地域支援者，スポーツ，文化芸術団体等に対するアンケート調

査を実施しました。 

 

  ○ 調査期間 

    令和５年（2023年）12 月８日（金）～12 月 26 日（火） 

  ○ 調査対象 

対象 対象者数 回答者数 回答率 

小学校４～６年生 4,647 3,592 77.3％ 

中学校１～２年生 3,059 2,465 80.6％ 

上記小学生保護者 4,647 1,338 28.8％ 

上記中学生保護者 3,059 1,146 37.5％ 

小学校教職員 742 531 71.6％ 

中学校教職員 411 288 70.1％ 

部活動地域支援者 28 22 78.6％ 

スポーツ，文化芸術団体等 92 53 57.6％ 

 

    部活動地域移行に関するアンケート調査結果 

     https://www.city.hakodate.hokkaido.jp/docs/2024031400101/ 

 

＜函館市文化団体協議会加盟団体＞ （令和６年４月１日現在）
部 門 団体数 部 門 団体数
文化 4 洋楽 3
美術 2 洋舞 7
書道 1 演劇 2
茶道 1 邦楽 4
華道 1 邦舞 3
着付 1 詩吟 3

計32団体
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  ○ 回答結果と課題の把握 

  （１）回答結果 

    

   ① 地域クラブへの参加と種目 

     「何らかの活動への参加を希望している」が 70.4％となっている。やって

みたい種目は，バスケットボール，バドミントン，サッカー，野球，美術，

吹奏楽の順に多いが，ダンス，水泳など部活動にはない種目を選択する児童

も一定数いる。 

   ② 地域クラブで頑張りたいこと  

     「上手くなること」，「仲間と親しみ楽しむこと」がともに高くなっている。 

    

   ① 地域クラブへの参加 

     「何らかの活動への参加を希望している」割合が 73.3％となっている。 

   ② 地域クラブではどんな活動をしたいか 

     「専門的な技術指導が受けられる活動」，「楽しむことを目的としたレクリ

エーション活動」，「大会やコンクールで良い成績が収められる活動」が同程

度の割合となっている。 

   ③ 地域クラブに参加するうえでの心配 

     「特になし」の回答が 39.4％と最も高く，次いで，「クラブ等の指導者や

他校の生徒などとの人間関係」，「学校の顧問の先生とクラブ等の指導者との

指導方法・内容の違い」，「活動場所までの移動手段」の順になっている。 

    

   ① 地域移行の認識 

     小中学生の保護者ともに，部活動の地域移行を知っている割合は約 30％

にとどまっている。 

   ② 地域クラブへの参加 

     「何らかの活動に参加させたい」と考えている小学生の保護者の割合が

58.0％，中学生の保護者では 62.2％となっている。 

   ③ 地域移行に期待すること 

     小中学生の保護者ともに，「専門的な技術の向上」，「児童生徒の興味・関心

や習熟度に応じて，部活動にはない様々な活動が選択できること」の割合が

高くなっている。 

   ④ 地域クラブに参加するうえでの心配や負担 

     小中学生の保護者ともに，「学校以外の活動場所までの移動手段や送迎の

負担」，「会費等の経済的負担」，「受け皿となる団体や指導者の確保」の割合

が高くなっている。 

   ⑤ 活動費等の負担金額（月額） 

     小中学生の保護者ともに，「3,000 円」が最も多く，次いで，小学生の保護

者は「5,000 円」，「1,000 円」，中学生の保護者は，「1,000 円」，「5,000 円」

の順になっている。 

小学生 

中学生 

小中学生保護者 
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   ① 現在担当している部活動の専門性と負担 

     自分の専門ではなく，過去に顧問としても経験がない部活動を担当してい

る教職員は 37.6％となっている。 

     また，部活動の指導について，「やりがいがある」，「どちらかというとやり

がいがある」を合わせた割合よりも，「負担を感じている」，「どちらかという

と負担を感じている」を合わせた割合の方が上回っている。 

   ② 地域クラブにおける指導の従事 

     「従事したい」が小学校の教職員では 1.1％，中学校の教職員では 6.6％

で，小中学校を合わせても 10％に満たない割合となっている。 

    

   ① 地域移行に期待すること 

     「児童生徒の興味・関心や習熟度に応じて，部活動にはない様々な活動が

選択できること」が 75.0％と最も高く，次いで「教職員の負担軽減につなが

ること」，「専門知識や技術の向上」の順になっている。 

   ② 地域移行で課題となること 

     「受け皿となる団体や指導者の確保」が 86.5％と最も高く，次いで，「事

故やトラブルへの対応や補償」，「指導者の質や指導方法」，「活動場所までの

移動手段や送迎の負担」，「会費等の経済的負担」の順に高くなっている。 

   ③ 地域移行の実施主体となること 

     「条件によっては検討可能」とする団体が 40.4％となっており，その条件

の多くに指導者や活動場所の確保が挙げられている。 

     一方で，「条件に関わらず実施は困難」とする団体は 36.5％で，個々の団

体の運営体制では地域クラブ活動の実施は困難であることが理由に挙げら

れている。 

 

  （２）課題の把握 

    ① 児童生徒，保護者の多様なニーズへの対応 

      従来の部活動にはない運動・スポーツを楽しむ児童生徒が一定数いるこ

とや，技能等の向上や大会等で好成績を収めること以外にも，誰もが気軽

に楽しみ参加できるレクリエーション活動など，児童生徒のニーズの多様

化や部活動にはない様々な活動が選択できることへの保護者の期待を踏

まえた活動内容を検討する必要があります。 

    ② 教職員の負担軽減と地域移行に伴う指導者の確保 

      学校における働き方改革の視点を踏まえ，教職員の負担軽減を考慮した

環境の構築を進めるとともに，地域クラブ活動へ移行する際の指導者不足

が懸念されるため，指導者の数の確保とともに，地域クラブに期待されて

いる専門的な技術の向上と質の高い指導が確保できるよう研修会の実施

が必要です。 

 

小中学校教職員 

スポーツ・文化芸術団体等 
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    ③ 保護者（受益者）負担への理解促進 

      これまでの部活動と異なり，通学している学校以外での活動場所への移

動や地域クラブの活動費等が，保護者（受益者）負担の活動となることに

ついて理解の促進を図るとともに，負担軽減のための支援等を検討する必

要があります。 

 

 

 ４ これまでの市教委の取組  

   平成 31 年(2019年)３月に「市立学校に係る部活動の方針」（以下，「市部活動

方針」という。）を策定し，部活動を実施する場合には，生徒にとって望ましいス

ポーツ・文化芸術環境となるよう適切な休養日や活動時間等を設定しました。 

   令和４年(2022年)７月には，市教委内に関係各課で組織するワーキンググルー

プを設置し，市立中学校の部活動の在り方等の調査研究に着手し，同年 12 月に

示された国のガイドラインを踏まえ，部活動の地域移行の検討を進めてきたとこ

ろです。 

   令和５年度(2023年度)には，学識経験者や学校関係者，スポーツ・文化芸術団

体，保護者等で構成する「函館市学校部活動の地域連携・地域移行等に関する協

議会」（以下，「協議会」という。）を立ち上げ，国が改革推進期間とする令和７年

度(2025年度)までの間，定期的に協議を重ねていきます。 

   また，道教委の部活動の在り方検討支援アドバイザーによる講演会の開催，静

岡県内５市（静岡市，掛川市，焼津市，沼津市，富士市）の先進地調査を行った

ほか，市立小中学校の児童生徒，保護者および教職員，部活動地域支援者，スポ

ーツ，文化芸術団体等へのアンケート調査や小中学生による意見交流会を実施し，

部活動の地域移行に係る意識や課題等の把握に取り組みました。 

   令和６年度(2024年度)は，市のホームページに，協議会での検討状況や「部活

動地域移行通信」を掲載するなど，情報発信に努めています。 

   このほか，地域移行の推進と並行して，地域連携の取組として，拠点校方式※

による休日の部活動のモデルケースを開始し，課題等の把握・検証を行っている

ところです。 

   ※ 拠点校方式 

     拠点とする学校を活動場所として定め，他の学校の生徒も参加できる形で実施することにより，学校

に希望する部活動がない，希望する部活動はあるが人数が少なかったり，専門的に指導できる顧問がい

なかったりする場合に，拠点校となる学校が受け入れる方式です。 

  



9 
 

Ⅱ 函館市における方向性 
 １ 基本理念・基本目標・推進方針 

 （１）基本理念  

 

 

 

 （２）基本目標 

    令和 11 年度(2029年度)までには，可能な種目で月２回以上，休日の地域ク 

   ラブ活動を実施します。 

 

 （３）推進方針 
    少子化による活動の縮小や学校における働き方改革等により，その維持が困

難となってきている部活動に代わり，将来にわたって，子どもたちの多様なニ

ーズに応じた運動・スポーツ，文化芸術活動が提供できる環境を整備する必要

があります。このため，学校教育としての取組から学校や世代の枠を越えた幅

広い内容の活動が可能となる社会教育の取組に移行することで，現在，部活動

で実施されている種目のみならず，部活動では体験できない活動を含め，地域

の実情に応じて可能な種目から，段階的に休日の地域クラブ活動を実施するこ

とを目指します。 

 

   ① 子どもたちが運動・スポーツ，文化芸術活動に親しむことができる機会の

提供 
     既存の部活動の種目に限らず，子どもたちが自分に適した運動・スポーツ，

文化芸術活動を主体的に選択でき，継続して親しむことができる機会を提供

します。 

 

   ② 様々な運営主体による多様な地域クラブ活動の展開 

     休日の地域クラブ活動については，スポーツ・文化芸術団体，保護者会，

民間事業者，大学等，地域の様々な運営主体により，子どもたちの多様なニ

ーズに応じた，誰もが参加できる活動の展開を図ります。 

 

   ③ 安全で適切な活動と持続可能な運営体制の構築 

     部活動の教育的意義を継承・発展しつつ，子どもたちにとって安全で適切

な指導の質を確保した活動とするため，研修会などにより指導者の資質向上

を図るとともに，受益者負担による自立的かつ持続可能な運営体制の構築を

目指します。 

 

函館市の子どもたちが，将来にわたり，運動・スポーツ，文化芸術活動に継続して

親しむことができる環境を整備し，多様な活動の機会を確保します。 
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   ④ 学校における働き方改革に伴う教育の質の向上 

     部活動の業務を軽減することにより，教職員がこれまでの働き方を見直し，

子どもたちと向き合う時間や自らの学びを深めるための時間を確保してい

くことで，「質の高い学び」と「持続可能な学校」を実現します。 

 

   ⑤ 段階的な体制の整備と継続的な課題検証 

     休日の地域クラブ活動の推進に向けては，児童生徒，保護者，教職員，地

域など関係者の声を受け止め，段階的に進めていくとともに，取組の中で生

じる課題を継続的に検証しながら，必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

 

 ２ 計画の位置付けと推進体制等 

 （１）計画の位置付け 

    本計画は，国のガイドラインおよび道推進計画に基づき，函館市教育振興基

本計画や関連計画等との整合を図り，市部活動方針と連携しながら，市立中学

校の休日の部活動の地域移行を推進するための計画として策定するものです。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）推進体制 

    部活動の地域移行を進めるにあたっては，市教委内のワーキンググループに

おいて，関係各課が連携しながら，本計画に基づき事業を推進するほか，計画

の取組状況などの進捗確認や事業の検証を行います。また，令和７年度（2025

年度）までの検討母体となる協議会に代わり，引き続き令和８年度（2026年度）

以降における協議の場の設置について検討を行います。

 

 

 

 

函館市教育振興基本計画 
（平成 30 年 3 月策定 

  令和５年 3 月改訂） 

函館市スポーツ推進計画 
（平成 30 年 3 月策定 

  令和５年３月改訂） 

函館市文化芸術の振興に
関する基本方針 

（平成 19 年 3 月策定） 

整合 整合 

函館市における 

休日の部活動地域移行推進計画 

整合 

連携 

市立学校に係る部活動の方針 
（平成 31 年 3 月策定 令和６年 3 月改訂） 

国 
「学校部活動及び新たな地域 

クラブ活動の在り方に関す 
る総合的なガイドライン」 

（令和４年12 月） 

北海道 
「北海道部活動の地域移行 

に関する推進計画」 
（令和５年３月） 

 

整合 
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    なお，本市においては，ＳＤＧｓのうち，主に次の目標との整合に留意して

事業を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 （３）計画期間 

    本計画の期間は，令和７年度(2025年度)から令和 11 年度(2029年度)までの

５年間とします。 

    なお，現段階では，国および道教委から，改革推進期間終了後の令和８年度

（2026年度）以降における部活動や地域クラブ活動の在り方が示されていない

ことから，本計画については，今後の国等の動向や本市の実情を踏まえながら，

必要に応じて適宜見直しを行います。 

 

 

 ３ 地域移行の進め方 

 （１）学校教育から社会教育へ 

    休日の生徒の活動を，学校教育の部活動から地域で行う社会教育の地域クラ

ブ活動へ移行することにより，今後も，子どもたちに運動・スポーツ，文化芸

術活動に親しむことができる機会や部活動にはない種目を体験する機会を提

供できるほか，地域クラブ活動では，これまで部活動が有してきた教育的意義

を継承したうえで，地域での多様な体験や様々な世代との交流等を通じた新た

な学びにより，生徒の価値観が広がるよう，地域が一体となって，多様な運動・

スポーツ，文化芸術活動ができる環境の整備を目指します。 

 

 

 （２）部活動と地域クラブ活動の併存 

    本市は，市内広範囲に学校が設置されており，地域クラブの活動場所の設定

が課題となるほか，部活動 125 部（運動部 87 部，文化部 38 部）に，3,259 人

の生徒が加入（令和５年度（2023年度）現在）しており，これらの部活動数に

対して，教職員の代わりに指導者となり得る地域人材は極めて少なく，指導者

や地域クラブ活動の受け皿となるスポーツ，文化芸術団体等を確保することが

容易ではないことから，平日も含め部活動を完全に地域へ移行するには相当の

時間を要することから，その間，部活動と地域クラブ活動は併存することとな

ります。 

    このため，まずは，休日の部活動の地域移行から進めることとし，段階的に

休日の部活動の実施回数を減らしていくとともに，地域クラブ活動の実施回数

については段階的に増やしていきます。 
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    さらに，休日の部活動を地域クラブ活動に完全に移行するまでの間は，拠点

校方式による部活動の整備・拡充を進めることにより，部活動数の縮減と規模

の適正化を図りつつ，生徒の活動機会を確保していきます。 

    なお，拠点校方式の部活動においても，体制が整い次第，可能なところから

地域クラブ活動へ移行することとします。（Ｐ22 参照） 

 

 （３）スケジュール 

    国のガイドラインや学校における働き方改革の推進を踏まえ，令和８年度

（2026年度）から土日とも部活動を行わない週を月１回，令和 10 年度（2028

年度）以降は月２回以上に設定し，土日の部活動の実施回数を段階的に減らし

ていく代わりに，地域の様々な運営主体が受け皿となり活動する「地域クラブ

活動の日」を設定し，その回数を段階的に増やしていきます。 

（Ｐ15 １か月の活動日のイメージ参照） 

    このため，令和７年度（2025年度）から，地域クラブ活動の運営体制や実施

方法等の具体について検討を始めることとし，令和８年度（2026年度）には可

能な種目・団体等から順次地域クラブ活動を開始していきます。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

⺶ 
 推進計画策定 

 

休日の地域クラブ活動実施に向けた準備開始 

 

土日とも休日の部活動を行わない週を月２回以上 

設定 

⇒「地域クラブ活動の日」実施（月２回以上） 

 

土日とも休日の部活動を行わない週を月 1 回設定 

⇒「地域クラブ活動の日」開始（月１回） 

 

平日の部活動の縮小と地域移行を段階的に実施 

可
能
⼱
種
目
ヅ
団
体
等
⼒
⽐
段
階
的
⼲
実
施
ヅ
検
証 

休日は地域クラブ活動に完全移行 

⇒部活動は平日のみ実施 

令和６年度 

令和☓☓年度 

令和７年度～ 

 

令和１０年度 

～令和１１年度 

令和８年度 

～令和９年度 
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 （４）継続的な課題検証 

    休日の部活動の地域移行を着実に進めていくため，継続的に課題を検証し，

必要な見直しを行うなど，柔軟な事業展開を図っていきます。 

    なお，平日における部活動の地域移行については，休日の取組の進捗状況や，

今後の国等の動向を踏まえ，検討していくこととします。 

 

 

 

 

地域クラブ活動とは 

  中学校で行われている部活動とは別に，学校外の地域の方や団体が中心となって 

 行う新たな活動の場を総称して「函館市地域クラブ活動」（以下，「地域クラブ活動」 

という。）と位置付けます。 

 

 （１）想定される活動の位置付け 

   ① 部活動から地域クラブ活動へ移行するもの（部活動で実施している種目） 

   ② 部活動にはない種目を地域クラブ活動として新たに実施するもの 

   ③ 既に地域で実施している活動に中学生を参加対象に加えるなど，地域クラ 

    ブ活動として新たに位置付け実施するもの（ただし，独自の活動規程に沿っ 

    て運営するものは除く。） 

 

 （２）地域クラブ活動を実施するための条件 

    次の条件を遵守した活動とします。 

   ① 市部活動方針に則した活動時間・休養日とすること 

     →Ｐ15 

   ② 地域クラブの指導者は，市教委主催の指導者研修会に参加すること 

     →Ｐ20 

   ③ 生徒および指導者は，学校活動時のけが等に備えた災害給付と同等の傷害 

    保険への加入を要件とすること 

→Ｐ21 

 

 （３）地域クラブ活動の実施にあたって 

    地域クラブ活動は，市教委への登録制の活動とします。 

    実施を希望する団体等は，関係書類の提出を求めることとします。 

    →Ｐ18 
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Ⅲ 休日の地域クラブ活動の考え方 

  休日の地域クラブ活動を実施していくうえでの基本的な考え方については，次の 

とおりです。 

 

 １ 管理・運営体制 

 （１）運営主体（地域クラブ等）の役割 

    地域クラブ活動の実施にあたっては，既存の運動・スポーツ，文化芸術団体

以外にも，保護者会，ＯＢ・ＯＧ，民間事業者，大学など，様々な組織体制で

行われることも考えられるため，運営団体と実施主体とを区別せず，生徒へ活

動の場を確保し，地域クラブ活動を行う組織・団体を運営主体（地域クラブ等）

と位置付けることとします。 

    運営主体は，地域クラブ活動の円滑な実施に向けて，活動の枠組みの準備・

調整全般（団体規約，活動方針・活動計画，収支状況の作成，指導者の確保（雇

用・派遣・調整），活動場所の利用調整，学校と地域クラブ間の調整など）等の

業務を行います。 

    また，運営にあたっては，活動に関する管理全般（指導者や参加者の募集管

理，スケジュール管理，指導者の従事時間の管理，報酬の支払い，保護者との

連絡調整，会費の徴収・管理，保険手続き，広報など）に係る事務を行います。 

 

 （２）活動日（「地域クラブ活動の日」） 

    市教委は，土日とも部活動を行わない週を月単位で設けると同時に，その土

日いずれかの１日を「地域クラブ活動の日」として活動日に設定します。 

    「地域クラブ活動の日」は，令和８年度(2026年度)からは月 1 回，令和 10 年

度(2028年度)以降は月２回以上に設定します。 

    １か月の活動日のイメージは次のとおりです。 

    ※なお，実際の土日とも休日の部活動を行わない週は，学校と協議のうえ設

定します。 
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  ○ １か月の活動日のイメージ 

 

  【令和８年度～令和９年度（地域クラブ活動の日は月１回）】 

 

  【令和１０年度～令和１１年度（地域クラブ活動の日は月２回以上）】 

月 火 水 木 金 土 日 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

学校 学校 休養日 学校 学校 学校  休養日 

８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ 

学校 学校 休養日 学校 学校 休養日 地域クラブ

活動の日 

休養日 

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ 

学校 学校 休養日 学校 学校 学校  休養日 

２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 

学校 学校 休養日 学校 学校 休養日 地域クラブ

活動の日 

休養日 

２９ ３０ ３１      

学校 学校 休養日      

 

 

 （３）活動時間，休養日 

    地域クラブ活動は，市部活動方針に則した活動時間と休養日の設定とするこ

とから，休日の活動時間は長くとも３時間程度とし，できるだけ短時間に，合

理的でかつ効率的・効果的な活動を行うこととします。 

    また，原則として，土日いずれかの１日は休養日とします。 

  

月 火 水 木 金 土 日 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

学校 学校 休養日 学校 学校 学校  休養日 

８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ 

学校 学校 休養日 学校 学校 休養日 地域クラブ

活動の日 

休養日 

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ 

学校 学校 休養日 学校 学校 学校  休養日 

２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 

学校 学校 休養日 学校 学校 学校  休養日 

２９ ３０ ３１      

学校 学校 休養日      
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 （４）活動パターン，参加イメージ 

    地域クラブ活動は，種目，運営主体，活動内容，活動場所，参加対象の範囲

および活動の方向性により，様々な活動パターンで実施されることが想定され

ます。 

    想定される活動パターンと生徒の参加イメージについて例示します。 

 

  ○ 活動パターン 

   ① 指導者学校派遣型 

     生徒は，現行の部活動で，平日は教職員の顧問，「地域クラブ活動の日」は

運営主体が派遣する指導者のもとで活動します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ※ 複数の学校の生徒を参加対象とする場合は，自宅から活動場所まで，生徒が徒歩，自転車， 

        保護者の送迎で往復できる範囲に配慮するよう努めることとします。 

【運営主体例】 
保護者会，ＯＢ・ＯＧ， 
各種競技協会・文化芸術団体， 
スポーツ少年団 など 

【参加対象範囲：各学校の生徒】 

・部員数が確保され活動に支障がない場合 
・生徒が希望する部活動が開設されている場合 

【参加対象範囲：複数の学校の生徒】 

・合同で実施することで，部員数が確保され， 
活動内容が充実する場合 
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   ② 生徒団体参加型 

     生徒は，部活動の種目に限らず，地域クラブが実施する多様な運動・スポ

ーツ，文化芸術の活動（体験）に参加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ※ 移動手段については，徒歩，自転車，公共交通機関の利用，保護者の送迎を想定しています。 

        なお，活動場所へはできる限り生徒が自分で通うことができるよう活動場所の検討に努めます。 

 

 

  ※ オンラインの活用（遠隔指導） 

    ①，②いずれの活動パターンにおいても，生徒が活動場所から遠隔地に住ん

でいる場合や保護者の送迎ができない場合などを考慮し，必要に応じてオンラ

インによる遠隔指導の導入も考えられます。 

 

 

 

 

 

 

  

【運営主体例】 
総合型地域スポーツクラブ， 
各種競技協会・文化芸術団体， 
スポーツ少年団， 
民間事業者，大学 など 

【部活動にある種目】 

【参加対象範囲 
：すべての生徒】 

【部活動にはない種目】 
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  ○ 生徒の参加イメージ 

    「地域クラブ活動の日」には，自分が参加している部活動の種目に限らず，

地域クラブが行う種目を自分で選んで参加することや，複数の地域クラブ活動

に参加することができます。 

    また，部活動に参加していない場合でも，同様に参加することができます。 

 

   【平日は野球部に所属しているＡ君の場合】 

平日 選択できる参加内容 休日 

野球 

平日と休日が同じ種目 野球 

平日と休日が別の運動・スポーツ サッカー 

平日と休日が別の文化芸術活動 合唱 

平日の種目を支える活動 体幹トレーニング 

休日は自分の趣味や休息 参加しない 

 

   【平日は吹奏楽部に所属しているＢさんの場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【平日は部活動に参加していないＣさんの場合】 

平日 選択できる参加内容 休日 

活動 

なし 

休日のみ参加の運動・スポーツ モルック 

休日のみ参加の文化芸術活動 茶道 

休日は自分の趣味や休息 参加しない 

 

 

 （５）活動方針等 

    地域クラブ活動は，市部活動方針および本計画に則した休養日，活動時間等

の設定とし，運営主体はこれらの内容を遵守した活動を行うとともに，市教委

が主催する指導者研修会に参加するものとします。 

    また，運営主体は，地域クラブ活動の実施に際しては，市教委に団体の規約

および活動計画等を提出し，地域クラブの登録を行うほか，年度末または最終

活動の実施後には活動実績および収支の状況を提出することとします。 

    市教委は，地域クラブ活動の状況を把握し，学校や保護者との情報共有に努

めるとともに，必要に応じて助言を行います。

平日 選択できる参加内容 休日 

吹奏楽 

平日と休日が同じ種目 吹奏楽 

平日と休日が別の運動・スポーツ バドミントン 

平日と休日が別の文化芸術活動 将棋 

平日の種目を支える活動 楽器別講習会 

休日は自分の趣味や休息 参加しない 
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 （６）安全・安心な活動のための学校等との連携 

    運営主体は，常に生徒が安全・安心に活動できるよう，学校，保護者，市教

委と連携しながら，地域クラブ活動を実施するよう努めます。 

    特に，指導者学校派遣型の活動パターンにおいては，同じ種目でも，地域ク

ラブ活動と部活動で指導者が異なることとなるため，地域クラブと学校が活動

方針や活動状況等の共通理解を図るとともに，生徒の活動状況に関して必要な

連携を図ることとします。 

    また，地域クラブ活動や部活動における大会成績など，個人の評価に対する

取扱いについては，運営主体と学校の双方が情報共有等に努めます。 

 

 （７）緊急時の対応 

    運営主体は，保護者から緊急連絡先の提出を受け，緊急時の対応について事

前に確認することとします。 

    ケガ等の緊急時の対応が発生した際には，地域クラブは，速やかに応急手当

等の現場対応を行うとともに，保護者等への連絡を行います。また，必要に応

じて，学校や市教委に報告します。 

 

 （８）管理責任 

    地域クラブ活動は，学校の管理下での活動ではないことから，活動中の生徒

同士のトラブルや事故等は，地域クラブの管理責任において対応することとな

ります。 

    また，指導者がハラスメント等を行った場合は，指導者本人，運営主体が責

任を負うこととなります。 

    地域クラブは，指導者の暴力等の相談窓口を自ら設けるほか，ＪＳＰＯ（日

本スポーツ協会）等の統括団体が設ける相談窓口を活用し，公平・公正に対処

できる体制づくりを検討します。 

 

 （９）情報発信 

    市教委は，休日の部活動の地域移行に対する保護者や地域の理解を深めるた

め，その取組状況について，部活動地域移行通信やリーフレット等により，市

ホームページ等を通じて，広く情報発信に努めます。 

    また，地域クラブの活動内容等については，市ホームページのほか，生徒の

１人１台端末等で見ることができるよう情報を発信し，学校，生徒および保護

者への情報提供を図ります。 

 

 

 ２ 指導者の確保・適切な指導による活動の実施 

 （１）指導者の確保 

    運営主体は，市教委と連携して，必要に応じて，道教委が設置している「ほ

っかいどう部活動・地域クラブ活動サポーターバンク」等を活用しながら，指

導経験者などを中心に，専門性や資質・能力を有する多様な人材の確保に努め

ます。
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 （２）教職員による活動への参画 

    地域クラブ活動の指導を希望する教職員は，事前に所属校の校長に相談し，

了承を得たうえで，「営利企業従事等許可願」を市教委に提出し，兼業の許可を

得てから，その指導に従事することができます。 

    市教委は，①本人の意思で希望しているか，②所属校における業務の遂行に

支障がないか，③学校や教職員の信用を失墜させるおそれはないか，④道立学

校職員における兼業許可基準（時間）の条件を満たしているか，といった点か

ら兼業の許可の可否を判断し，従事の際は，運営主体と市教委の双方が，当該

教職員の健康への配慮など，適切な労務管理に努めます。 

 

 （３）適切な指導による活動の実施 

    地域クラブの指導者は，活動を通じて異年齢との交流の中で，好ましい人間

関係の構築を図るとともに，自己肯定感，責任感および連帯感の涵養に資する

など，生徒の多様な学びの場として部活動が有する大きな教育的意義を理解し

たうえで，生徒の安全確保や生徒の心身の発達の段階に応じた適切で効果的な

指導を行うために必要な知識や技能，生徒理解，危機管理，トラブル対応等の

知見を身に付けていることが求められます。 

    市教委では，暴言・暴力，行き過ぎた指導の防止やハラスメント等の行為根

絶，個人情報の取扱い等を含めた指導者研修会の開催など，指導者の適切な指

導による活動の実施に向けた取組を推進します。 

 

 

 ３ 施設等の利用 

 （１）学校施設の利用 

    市教委は，生徒や保護者の移動・送迎の負担を可能な限り軽減するため，地

域クラブ活動の実施に際し，学校施設の利用が可能となる体制を整備するほか，

管理上必要と認めるときは，国の補助制度等を活用しながら施設の改修等の環

境の整備に努めます。 

    また，学校および市教委は，学校施設の利用許可，休日・夜間の施錠等の管

理体制，火災等非常時の連絡体制等の取扱いなどについて検討します。 

 

 （２）用具・備品等の保管・利用 

    活動に用いる用具や備品等は，原則として，運営主体または参加者自身が用

意し，管理することとしますが，運営主体が学校の用具や備品等の利用を希望

する場合は，学校長がその利用の許可を判断します。 

    その際は，あらかじめ地域クラブと学校の双方で備品等の状態や保管状況の

ほか，施設（設備）破損に対する修繕対応と費用負担，破損時の責任の所在等

の取扱いについて，明確にしておくこととします。
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 ４ 大会・コンクール等への参加 

   大会やコンクール等への参加については，それぞれの大会要項等により，参加

の有無を地域クラブや生徒が判断することとなり，各大会等の動向を見極めなが

ら，大会主催者や競技団体が生徒の意向やレベル，ニーズに応じて参加ができる

ようにするとともに，生徒や指導者の過度な負担とならないよう努める必要があ

ります。 

   また，地域クラブ活動と部活動ともに大会等への参加が認められる場合，両方

に所属する生徒がどちらの団体で参加するかについては，生徒の意向を尊重しま

す。 

 

 

 ５ 活動に係る経費等 

 （１）費用負担の原則 

    地域クラブ活動は，部活動とは異なり，地域の様々な運営主体により実施さ

れることになるため，指導者への報酬や運営費等の活動に係る経費が必要とな

るなど，部活動以上に一定の費用負担が発生することが想定されます。 

    地域クラブ活動を将来にわたり持続可能な活動とする観点からも，受益者

（参加者）による費用負担を原則とし，参加者からの会費をもとに，運営主体

が自立的な運営を目指す体制とします。 

    このため，市教委は，保護者，生徒，学校および地域に対して，受益者負担

を原則とした地域クラブ活動の運営について，理解の促進に努めます。 

    また，運営主体は，地域クラブ活動の運営・維持に必要な範囲で，可能な限

り参加しやすい会費の設定となるよう，活動回数の調整や短時間で効率的な活

動とするなど，生徒が継続的，安定的に活動に参加できるよう工夫に努めます。 

    このほか，受益者負担を原則としながらも，生徒の活動機会が失われないよ

う，市教委は国の動向を踏まえ，支援策を検討することはもとより，地域クラ

ブ活動を応援していただける企業等との連携など，様々な方策を模索しながら，

持続可能な活動体制について検討します。 

 

 （２）保険・補償 

    学校の管理下外の活動になる地域クラブ活動は，（公財）日本スポーツ振興

センターの災害共済給付制度の対象外となることから，活動中のケガ，事故，

損害賠償等に備えるため，参加生徒および地域クラブの指導者は，（公財）スポ

ーツ安全協会のスポーツ安全保険（傷害・賠償責任）に加入することを要件と

します。 
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部活動から地域クラブ活動への移行に向けた取組 

   令和７年度(2025年度)から令和 11 年度(2029年度)の推進計画期間は，生徒の

活動機会を確保するため，部活動から地域クラブ活動への移行に向けた取組を,

以下のとおり進めていきます。 

  

可能なエリア別拠点校方式の 

部活動から段階的に地域クラブ活動へ 

 

将来的には，部活動を廃止  

 

地域連携＝部活動 

（学校教育） 

エリア別拠点校方式開始 

   （平日・休日ともに実施） 

運動部９種目＋吹奏楽部，合唱部 

の拠点校設定 
（原則休日のみ実施） 

エリア別拠点校方式の整備に向け 

準備 

・在籍校に希望する部活動がない 

生徒も参加できる 

・各学校で部活動数を見直す 

・生徒数，学校数，移動距離を踏まえ 

て市内をエリアに分け，エリア別に 

各種目の部活動を実施 

休日（土日）の部活動の実施 

回数を月 1 回減 

休日（土日）の部活動の実施 

回数を月２回以上減 

令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 年度 

(2028 年度) 

令和 年度 

(2029 年度) 

令和 年度 

以降 

(2030 年度 

以降) 

 

 

 

地域移行＝地域クラブ活動 

（社会教育） 

可
能
⼱
種
目
ヅ
団
体
等
⼒
⽐
段
階
的
⼲
実
施
ヅ
検
証 

休日の地域クラブ活動実施に 

向けた準備開始 

「地域クラブ活動の日」開始 

（月１回実施） 

「地域クラブ活動の日」 

（月２回以上実施） 

・部活動の種目にはない新たな種目 

も可能 

・推進計画で示した活動パターン 

を踏まえた活動について検証 

・受け皿となる関係団体との連携 

・大会の日程等について調整 

令和 11 年度以降の部活動の 

地域移行について検討を開始 

令和１１年度以降の，休日・平日 

を含めた部活動の地域移行に 

ついて，国の動向等を踏まえて 

方向性を示す 
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おわりに 

   本計画は，これまで長い間学校で行われてきた部活動について，段階的に休日

は実施しないこととし，代わりに部活動がない休日において，生徒が主体的に，

多様な運動・スポーツ，文化芸術活動に親しむことのできる環境整備を進めるた

めの見通しを示したものになります。 

   このため，休日の地域クラブ活動の実施に向け，令和７年度(2025年度)から

個々の種目ごとに具体的な内容を検討していきます。 

また，現在，国の「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会

議」において地域全体で関係者が連携して支え，生徒が豊かで幅広い活動機会を

保障し，地域クラブ活動の在り方等をより的確に表すため，名称を「地域移行」

から「地域展開」に変更することなどが検討されているところであり，引き続き，

国や北海道の動向も注視しながら，柔軟に対応し，検討を続けていくこととなり

ます。 

   少子高齢化が急速に進む中，部活動の抱える課題の解決とともに，これからも

本市の子どもたちが，学校だけでなく，地域で行われる様々な活動を通じて，健

やかに成長できるよう，行政・学校・保護者・地域との連携・協働がより一層不

可欠となります。 
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参考資料 

  

青
柳

港 巴
深
堀

湯
川

戸
倉

旭
岡

鱒
川

銭
亀
沢

赤
川

桔
梗

亀
田

五
稜
郭

本
通

北
恵
山

椴
法
華

南
茅
部

戸
井
学
園

計

No. 部活動名／生徒数 286 190 565 236 285 276 75 14 36 279 535 489 524 553 212 33 5 85 25 4,703

1 陸上 〇 〇 〇 〇 〇 〇 6

2 サッカー 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 16

3 バスケットボール 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 12

4 野球 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 12

5 ソフトテニス 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 7

6 卓球 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 10

7 バドミントン 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 13

8 バレーボール 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 7

9 ハンドボール 〇 〇 〇 〇 4

4 5 9 5 6 6 3 1 2 5 7 6 7 9 5 2 0 2 3 87

10 吹奏楽 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 12

11 合唱 〇 1

12 リコーダー 〇 1

13 音楽 〇 1

14 美術 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 8

15 書道 〇 1

16 美術書道 〇 1

17 パソコン・コンピュータ 〇 〇 〇 〇 〇 5

18 家庭科 〇 〇 2

19 演劇 〇 1

20 科学 〇 1

21 英語 〇 1

22 総合文化・文化 〇 〇 2

23 巴研究 〇 1

4 1 4 2 3 2 2 0 1 2 3 4 3 4 1 0 0 1 1 38

8 6 13 7 9 8 5 1 3 7 10 10 10 13 6 2 0 3 4 125部活動数　合計

令和5年5月1日現在
○　市立中学校部活動一覧（令和５年度）

学校名

運動部　小計

文化部　小計
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○ 函館市学校部活動の地域連携・地域移行等に関する協議会 

 

（１）委員名簿                     （令和６年（2024 年）11 月現在） 

                                      （敬称略） 

 

区分 所属・役職 氏名 

学識経験者 学校法人函館大妻学園函館大妻高等学校 
専任講師 会 長 佐 竹   聡 

スポーツ・ 
文化芸術団体 

特定非営利活動法人函館市スポーツ協会 

専務理事・事務局長     西 田 智 明 

函館市スポーツ少年団 

本部長     長 瀬 圭 治 

総合型地域スポーツクラブ 

Bay Walk Community はこだて 会長     小 澤 貢 一 

総合型潮スポーツクラブ 代表会長     渡 辺 広 幸 

一般社団法人ミスポはこだて 理事     塚 田   俊 

函館市文化団体協議会 事務局長     菊 池 守 晃 

公益財団法人函館市文化・スポーツ振興財団 

総務担当部長     五十嵐 泰 糸 

教育職員 

函館市小学校長会 

（函館市立青柳小学校長）     田 上   悟 

函館市中学校長会 会長 

（函館市立湯川中学校長） 副会長 田 上 直 広 

函館市中学校体育連盟 会長 

（函館市立深堀中学校長）     佐 藤   強 

北海道高等学校長協会道南支部 副支部長 

（北海道函館西高等学校長）     古御堂   徹 

児童または 
生徒の保護者 

函館市ＰＴＡ連合会 会長 
（函館市立北中学校ＰＴＡ会長）     駒 野 圭 史 

   

アドバイザー 北海道教育庁渡島教育局 
教育支援課長     深 見   亘 
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（２）会議の開催状況 

  令和５年度（2023 年度） 

回 開催日 議      題 

第１回 令和５年６月21日 ・会長，副会長の選出について 

第２回 ８月17日 ・講演「地域における望ましい部活動のあり方」 

第３回 11月15日 ・先進地調査の結果報告について 

第４回 令和６年２月13日 ・アンケート調査結果報告について 

・小中学生意見交流会の開催報告について 

 

  令和６年度（2024 年度） 

回 開催日 議      題 

第１回 令和６年５月22日 ・地域連携・地域移行の推進イメージについて 

・学校部活動の地域連携について 

・推進計画項目案について 

第２回 ６月25日 ・推進計画たたき台について 

第３回 ７月29日 ・推進計画たたき台について 

第４回 ９月18日 ・推進計画たたき台について 

第５回 11月19日 ・推進計画たたき台について 

 

 

（３）函館市学校部活動の地域連携・地域移行等に関する協議会設置要綱 

 （設置） 

第１条 将来にわたり本市の子どもたちが運動やスポーツ，文化芸術に継続して親しむことがで

きる環境の整備に向け，市立中学校ならびに義務教育学校後期課程の部活動の地域連携および

地域移行などを含めた今後のあり方について協議するため，函館市教育委員会（以下「教育委

員会」という。）に，函館市学校部活動の地域連携・地域移行等に関する協議会（以下「協議会」

という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は，次の各号に掲げる事項を協議する。 

 (1) 学校部活動のあり方および地域連携・地域移行等の進め方に関する事項 

 (2) 学校部活動および地域クラブ活動の仕組みづくりに関する事項 

 (3) 学校部活動および地域クラブ活動の運営方法等に関する事項 

 (4) 前各号に掲げるもののほか，中学生にとって望ましい運動・スポーツ，文化芸術環境を整 

  えるために必要な事項 

 （設置期間） 

第３条 協議会の設置期間は，令和８年（2026年）３月３１日までとする。 

 （組織） 

第４条 協議会は，委員１３人以内をもって組織する。 

 （委員および任期等） 
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第５条 委員は，次の各号に掲げる者および組織に属する者のうちから教育長が委嘱する。 

 (1) 学識経験者 

 (2) 特定非営利活動法人函館市スポーツ協会 

 (3) 函館市スポーツ少年団 

 (4) 総合型地域スポーツクラブ（公益財団法人日本スポーツ協会総合型地域スポーツクラブ全 

  国協議会登録クラブ） 

 (5) 函館市文化団体協議会 

 (6) 公益財団法人函館市文化・スポーツ振興財団 

 (7) 函館市小学校長会 

 (8) 函館市中学校長会 

 (9) 函館市中学校体育連盟 

 (10)北海道高等学校長協会道南支部 

 (11)函館市ＰＴＡ連合会 

２ 前項各号に掲げる者のほか，第２条各号に掲げる事項について指導助言を求めるため，アド

バイザーを置くことができる。 

３ 委員の任期は，委員を委嘱した日から協議会の設置期間満了の日までとする。ただし，委員

が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （会長および副会長） 

第６条 協議会に，会長および副会長各１人を置く。 

２ 会長および副会長は，委員の互選により定める。 

３ 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときまたは会長が欠けたときは，その職務を代 

 理する。 

 （会議） 

第７条 協議会の会議は，会長が招集する。 

２ 会長は，協議会の会議の議長となる。 

３ 協議会の会議は，委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

４ 協議会は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，その意見または 

 説明を聴くことができる。 

 （庶務） 

第８条 協議会の庶務は，教育委員会学校教育部において処理する。 

 （補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が協議会に諮っ 

 て定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は，令和５年（2023年）５月２４日から施行する。 

 （会議の招集の特例） 

２ この要綱の施行の日以後最初に開かれる会議または会長および副会長が欠けたときの会議は， 

 第７条第１項の規定にかかわらず，教育長が招集する。
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